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感染症対策と経済活動の統合的分析 
―リアルタイム政策分析の軌跡― 

１．はじめに 
 
パンデミックにおいては、感染抑制のために様々

な行動制限政策を打たなくてはいけない局面がある。

しかしながら、そういった行動制限政策は社会経済

活動に負の影響をもたらしうる。したがって、パン

デミック対応の際には、感染抑制と社会経済活動の

バランスをどう図るかが一つの重要なテーマである。 
 2024 年 7 月 2 日閣議決定された「新型インフルエ

ンザ等対策政府行動計画」でも感染抑制と社会活動

のバランスを図ることの重要性が明確に記述されて

いる。具体的には、パンデミック対策において、「感

染拡大を可能な限り抑制し、国民の生命及び健康を

保護する」ことと「国民生活及び国民経済に及ぼす

影響が最小となるようにする」こと、という２点を

主たる目的として対策を講じていく必要があるとし、

「感染拡大防止と社会経済活動のバランスを踏まえ

た対策の切替えを円滑 に行うことにより、国民生活

及び社会経済活動への影響を軽減する」ことの必要

性を記述している。 
 感染抑制と社会経済活動のバランスを考慮しつつ

パンデミック対策を打つためには、感染対策の効果

と副作用を定量的に理解しておくことが重要である。

例えば、緊急事態宣言等の行動制限政策を採用した

場合にどの程度の感染抑制・病床逼迫緩和効果があ

り、どの程度社会経済に負の影響を与えるかを出来

るだけ定量的に理解しておくことが望ましい。 
 本プロジェクトではそういった定量的な分析を、

プロジェクト開始から新型コロナ感染症の 5 類化さ

れた 2023 年 5 月までリアルタイムで行い、政策現

場に提供した。それと同時に、コロナ対策の感染・

社会経済への影響に関する事後的な分析も行った。 
 本稿では、リアルタイム政策分析を中心に、本プ

ロジェクトの中で政策含意が高いと思われる分析に

焦点をあててその分析内容・政策インパクトを振り

返る。そして、リアルタイム政策分析から得られた

今後のパンデミック政策における EBPM への教訓

についても考察する。 
 
２．第 5 波収束後（2021 年 10 月―2021 年 12 月） 
 
第 5 波感染減少要因の定量分析 
2021年7月に開始した第5波は当時過去最大の波と

なり、医療逼迫をもたらした。その時期には「ロッ
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クダウンをしないと感染は減少しない」、「人流を

50％削減を達成しないと感染は減少しない」といっ

た主張も聞かれたが、そういった追加的な人流削減

の施策が打たれなかったにもかかわらず、感染は 8
月下旬から大きく減少した。 
 
専門家を含めた多くの人々にとって予想外であった

この急速な感染減少の要因として様々な仮説が登場

した。しかしながら、そういった仮説の定量的な重

要性を調査する分析は中々登場しなかった。そんな

中、本プロジェクトは数理モデルを用いて 8 月下旬

以降の感染減少要因の定量的分析を行った。（１）天

候、（２）想定よりも低い基本生産数、（３）季節性、

（４）想定よりも高いワクチンの感染予防効果、（５）

捕捉率、（６）医療逼迫によるリスク回避行動、の 6
つの仮説を検証し、（２）、（３）、（６）は定量的に重

要な役割を果たしうる、という結論が得られた。 
 
この分析は 2021 年 11 月９日に厚労省アドバイザリ

ーボードで発表した（遠藤その他（2021））1。 
 
３．第 6 波（2022 年 1 月―2022 年 4 月） 
 
第 6 波重症化率見通し 
行動制限政策の是非を議論する際には、ウイルスの

伝播性だけでなく、重症化率・致死率も重要なファ

クターである。例えば、感染することによる重症化

率が低ければ、ある程度感染者数が増えても病床は

逼迫しにくくなる。仮に、重症化率・致死率が季節

性インフル程度に低ければ、強い行動制限政策を取

る蓋然性は相対的に低くなる。 
 
第 6 波は、これまでの波と違い国民の多くが 2 回の

ワクチン接種を終えている状況で発生した。また、3
回目のワクチン接種も近い将来開始されることが見

込まれていた。さらには、ワクチン接種に関係なく

第 6 波の主体であるオミクロン株本来の重症化率も

これまでの株と比較して低いという可能性も指摘さ

れていた。しかしながら、具体的に第 6 波の重症化

 
1 表１。 

率はどの程度となりそうかに関する試算は一つも存

在しなかった。 
 
2021 年 1 月には、日本における第 5 波の年齢別・ワ

クチン接種履歴別による重症化率のデータと、海外

におけるオミクロン株の年齢別・ワクチン接種履歴

別による重症化率のデータを基に、第 6 波の重症化

率の見通しを提示した。楽観・基本・悲観シナリオ

では第 6 波の重症化率は 0.026%, 0.15%, 0.49%とい

う結果が得られ、第 5 波のそれと比べて大幅に低下

する可能性が示唆された（岡本・仲田（2021a）、東

京新聞（2022a, 2022b）、日経新聞（2022））2。 
 
第 6 波収束後に当時の見通しの検証を行ったが、第

6 波の重症化率は 0.037％であり、楽観シナリオに近

い数字となった（岡本・仲田（2021b））3。 
 
コロナ禍における社会経済活動 
上記のように重症化率が低下が見込まれたこと、欧

米国家の多くが 2022 年になって社会を正常化する

方向に大きな舵を切ったこと、2 年間続いた様々な

行動制限政策に伴う社会的経済的ダメージ等もあり、

第 6 波ではこれまで以上に「感染症対策と社会経済

の両立」という視点で政策議論が展開された。これ

までと違い緊急事態宣言は発令されずまん延防止措

置法の発令となった。 
 
そんな中、長期化する行動制限政策の潜在的コスト

の定量化という目的のもと、公的データを基に、コ

ロナ危機が婚姻減少にどの程度寄与したか、そして

その婚姻減少がその程度出生数の減少につながるか

を試算した。コロナ危機の影響で約 11 万件の婚姻が

失われ、それは埋め合わせが無ければ中長期的には

約 21 万人の失われた出生につながるという結果と

なった（千葉・仲田（2022）、テレビ朝日（2022））
4。 
 

 
2 表２。 
3 表３。 
4 表４。 
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2022 年 3 月 4 月には、上記婚姻分析、2021 年夏に

開始した超過自殺分析（Batista el al. (2022)）5、そ

の他社会・経済・教育に関するデータを取りまとめ

て「コロナ危機における社会経済活動」というレポ

ートをまとめ新型インフルエンザ等対策推進会議基

本的対処方針分科会・新型コロナウイルス感染症対

策分科会に提出した（大竹その他（2022a, 2022b））。
2022 年 9 月にも同様のレポートを新型コロナウイ

ルス感染症対策分科会提出した（大竹その他

（2022））。 
 
超過自殺分析・婚姻分析を含めたコロナ禍における

社会経済活動についての分析は 2023 年春に行われ

た経済財政諮問会議特別セッションでも発表した

（仲田（2023a, 2023b））。 
 
４．第 7 波（2022 年 7 月―2022 年 10 月） 
 
都道府県別病床見通しツール 
パンデミック対策を検討する上で今後の感染見通し

は重要な政策インプットである。日本では、コロナ

危機の初動期には一つの研究チームの一つのモデル

に基づく感染見通しに依存した状況であったが、

2021 年夏以降には複数のチームがそれぞれ違った

モデルを使用して政策現場に感染見通しを提示でき

る体制が整っていた。 
 
そういった体制が整ったことは素晴らしいが、ほと

んどの研究チームが日本全体、もしくは東京の感染

見通しの作成にフォーカスしている状況であった。

しかしながら、感染状況は地域によって大きく異な

る。また、医療体制・ワクチン接種状況等も地域に

よって異なる。 
 
そこで、本プロジェクトでは地域ごとの過去の感

染・医療データをもとに地域別の病床見通し作成す

るためのツールを開発した。この病床見通しは、「今

後の新規感染者数の推移」を入力すると、今後の入

院率・重症化率に関するいくつかの仮定のもとに今

 
5 表５。 

後の病床使用率の推移を計算する、というものであ

る。ツールではユーザーが「今後の新規感染者数の

推移」を容易に設定できるようインターフェイスを

用意した。 
 
2022 年 4 月 13 日にツールを完成し、その後ツール

に基づいた都道府県別の病床見通しレポートを定期

的に公表した。2022 年５月 11 日には厚生労働省ア

ドバイザリーボードでツールとツールに基づく今後

の病床見通しを発表した（岡本・仲田（2022） 6、

岡本その他（2022a）7）。2022 年 5 月 16 日には医

療現場の方々に向けた Zoom 説明会を開催した。 
 
第 7 波初期の 2022 年 7 月にはツールに基づいた感

染見通しを東京都新型感染症モニタリング会議・厚

労省アドバイザリーボードで発表した（岡本その他

（2022b）、岡本その他（2022））。また第 7 波におい

ても、第 6 波開始時と同様の重症化率の見通しを作

成し、厚労省アドバイザリーボードで発表した（岡

本その他（2022））。 
 
濃厚接触者隔離の就労への影響 
第 7 波対応においては、緊急事態宣言やまん延防止

措置法が発令されることが無く、ウィズコロナとい

う姿勢で今後コロナと向き合っていく方針が明確と

なった。そういったウィズコロナへの動きと合わせ

て濃厚接触者隔離期間の短縮についての議論に注目

が集まった。 
 
どの政策でもそうだが、政策を打つことのコストと

ベネフィットを出来るだけ定量的に把握しているこ

とが望ましい。濃厚接触者隔離期間の短縮のコスト

（感染拡大）に関しての分析は多少登場したが、ベ

ネフィット（就労への悪影響の緩和）に関してはデ

ータが欠けていた。 
 
濃厚接触者隔離と就労の関係を理解するために、事

後的ではあるが、2023 年初頭に濃厚接触者隔離を経

 
6 表６。 
7 表７。 
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験した人々に隔離中・隔離後就労にどういった影響

が出たかに関する調査を行った。調査では、隔離期

間中には約 2 割の人々が収入減少を経験し、その内

の約半数が隔離期間後も収入減少を経験していたこ

とが分かった（千葉その他（2023））8。 
 
５．「パンデミック対策の EBPM」 
 
RISTEX は「社会のための科学」をモットーに、プ

ロジェクトが「個別分野では対応しきれない問題に

対し、人文・社会科学、自然科学にわたる科学的知

見を用いた方法論の構築・現場における実践を行う

ことで現状を変えていこうとする、分野横断型の取

り組みであること」、「研究開発の具体的な成果を社

会に還元し、実用化（実装）することを強く意識し

た研究開発であること」を支援している。 
 
これまで記述したように本プロジェクトは RISTEX
の精神に沿い、研究成果を社会に一定程度還元する

ことに成功できたと言える。本プロジェクトでの経

験から研究の社会実装に関して含意のある部分をま

とめておくことには意義があると考えられる。 
 
コロナ対策の政策現場に分析を提供した経験、厚労

省アドバイザリーボード・新型コロナウィルス感染

症対策分科会・基本的対処方針分科会に提出された

数理モデル分析・データ分析、それら会議の議事録

にもとづき、EBPM に関する知見を幾つかのレポー

ト・日本語論文にまとめた。また、日本語ではある

が「パンデミック対策の EBPM」という論文にもそ

ういった知見をまとめた（仲田（2023c）、仲田

（2023d））9。 
 
これらレポート論文では、（１）複数のモデルを参照

する有用性、（２）数理モデル分析を真実として捉え

るのではなく、参考資料の一つとして捉える必要性、

（３）政策によって影響を受けるアウトカムは一つ

ではなく、様々なアウトカムへの影響を考慮するこ

 
8 表８。 
9 表９。 

との重要性、等をコロナ危機の具体例と共に指摘し

た。 
 
また、2021 年初期から 2022 年春までの政策分析、

政策経験をインタビュー形式にまとめた「コロナ危

機、経済学者の挑戦」を 日本評論社から刊行し

た。この書籍では、本プロジェクトで遂行した様々

な分析を紹介するだけでなく、様々なエピソードを

もとに研究者が効果的に政策現場・メディアを通し

て社会・一般に分析を提供するための心得について

も言及している。社会・一般とのコミュニケーショ

ンに関する新たな気付きに関しては、定期的・継続

的なコミュニケーション、数式無しのわかりやすい

説明、分析の引用内容の事前確認、自分の意見では

なく分析の解説に徹すること、等の重要性を指摘し

ている。 
 

６．おわりに 
 

「感染症対策と経済活動の統合的分析」を継続する

際に、課題として考えられるのはこういった研究に

従事する人材の育成・保持と言える。 
 
定義的にこのテーマは経済学と感染症疫学という全

く異なる二つの分野の接点に位置する。したがって、

それぞれの分野においてマイナーなトピックとして

扱われてしまうという懸念がある。コロナ危機中で

さえ、経済学の研究者が感染症疫学を学び、統合的

分析を試みるケースは稀であった。同様に、感染症

疫学の研究者が経済学を学び、統合的分析を試みる

ケースは稀であった。パンデミックが去った今、そ

ういった稀な研究者もパンデミック前の研究に戻り

つつある。人材育成・保持のための施策を考える必

要性が高い。 
 
次のパンデミックでは、コロナ危機の教訓を生かし、

一人でも多くの人々が納得の出来る政策が実現する

ことを願い、本稿を締めくくる。 
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